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和光市子ども・子育て支援事業計画のための

アンケート調査結果

＜概要＞

Ⅰ 調査の概要

１ 調査の目的

市民の皆さんの教育・保育・子育て支援に関する「現在の利用状況」や「今後の利用希望」を

把握し、教育・保育・子育て支援環境の充実を図るため調査を実施するものです。

２ 調査対象

就学前児童保護者：和光市在住の就学前のお子さんがいらっしゃるご家庭を無作為抽出

妊婦：妊娠届出書に記載された分娩予定日が令和元年６月15日以降の方

３ 調査期間

令和元年６月７日から令和元年６月30日

調査票

●●●●●
●●●●●
●●●●●

調査票を送付

回答

子育て家庭
市町村 子ども・子育て会議

第二期和光市子ども・子育て支援事業計画

（５か年計画）

幼児期の教育・保育や各種子育て支援事業に

ついてのニーズ量の見込みやこれを充足するた

めのサービス内容とその供給量等を記載

幼稚園、保育所
認定こども園

アンケート調査により、子育て

家庭の子育て支援の利用状況や

利用希望等を把握

小規模保育、

家庭的保育 等

放課後児童健全育成事業（保育クラブ）、

地域子育て支援拠点事業、一時預かり、

病児・病後児保育 等

参考１
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％

日常的に祖父母等の親族にみ
てもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖
父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子
どもをみてもらえる友人・知人
がいる

いずれもいない

無回答

12.9

54.8

2.4

16.8

24.2

1.7

12.7

58.1

2.9

20.0

20.9

1.3

0 20 40 60 80 100

４ 調査方法

郵送による配布・回収

５ 回収状況

Ⅱ アンケート調査の概要

１ 就学前児童保護者

■子どもの育ちをめぐる環境

子育てを主に行っている人は、「父母と

もに」が約７割、「主に母親」は約３割

となっています。平成 25年度調査と比

較すると、「父母ともに」の割合が増加

しており、夫婦ともに子育てに参画す

ることが進んでいる様子がうかがえま

す。

子どもをみてもらえる親族・知人の有無につ

いて、「日常的に祖父母等の親族にみてもら

える」割合は１割強、「緊急時もしくは用事

の際には祖父母等の親族にみてもらえる」の

割合が５割半ばとなっています。その一方で、

「いずれもいない」保護者が平成 25 年度調

査と比較しても変わらず２割以上となって

おり、子育てに親族や知人の助けが受けられ

ない保護者も依然として一定数見られます。

配 布 数 有効回答数 有効回答率 前回調査の回収率

就学前児童保護者 2,000通 1,331通 66.6％ 63.1％

妊婦 300通 195通 65.0％ 65.0％

％

父母ともに

主に母親

主に父親

主に祖父母

認定こども園

幼稚園

保育園

その他

無回答

68.1

29.2

0.2

6.7

0.6

22.6

39.7

5.1

0.1

50.7

49.2

0.5

4.7

0.5

32.8

27.3

3.3

0.1

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 1,331)
平成25年度調査

(回答者数 = 1,262)

令和元年度調査

(回答者数 = 1,331)
平成25年度調査

(回答者数 = 1,262)

子育てを主に行っている人

子どもをみてもらえる親族・知人の有無
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■保護者の就労状況

フルタイムで就労している母親の割合は４

割強となっており、パートタイムでの就労

も合わせた就労している母親の割合が６割

半ばとなっています。平成 25 年度調査と比

較すると、「フルタイムで就労しており、産

休・育休・介護休業中ではない」「パート・

アルバイト等で就労しており、産休・育休・

介護休業中ではない」の割合が増加してお

り、就労中の母親は増加しています。また、

就労していない母親も７割半ばが今後の就

労を希望しており、母親の就労意向はかな

り高いことがうかがえます。

％

フルタイムで就労しており、産

休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、
産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労して
おり、産休・育休・介護休業中で

はない

パート・アルバイト等で就労して

いるが、産休・育休・介護休業
中である

以前は就労していたが、現在は
就労していない

これまで就労したことがない

その他

無回答

36.3

7.5

19.3

1.2

31.1

2.5

1.3

0.8

23.6

9.3

12.3

1.0

46.8

4.8

1.2

1.0

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 1,329)

平成25年度調査

(回答者数 = 1,262)

％

子育てや家事に専念したい（就

労の予定はない）

子どもが○〇歳になったころに

就労したい

出産後１年以内に就労したい

無回答

12.8

51.1

23.4

12.8

10.9

67.3

20.0

1.8

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 47)
平成25年度調査

(回答者数 = 55)

母親の就労状況

（未就労の母親の）母親の就労意向
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％

利用している

利用していない

無回答

76.6

23.2

0.2

61.2

38.8

0.0

0 20 40 60 80 100

■平日日中の定期的な教育・保育事業の利用状況

「定期的な教育・保育事業」を利用

している割合が７割半ばとなってお

り、平成 25 年度調査と比較すると

「利用している」の割合が増加して

います。利用している事業は、「認可

保育所」の割合が約５割、次いで「幼

稚園（通常の就園時間の利用）」の割

合が３割半ば、「小規模な保育施設」

が１割と保育所の利用が多くなってい

ます。平成 25年度調査と比較すると、

「幼稚園（通常の就園時間の利用）」の

割合が減少しています。

％

幼稚園（通常の就園時間の利

用）

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

企業が主に従業員用に運営す
る施設

家庭保育室

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

一時保育の非定型利用

その他

無回答

34.1

9.0

48.0

0.8

11.1

0.1

1.7

0.2

0.8

0.1

1.5

2.4

1.5

0.0

44.3

4.4

43.7

‐

‐

‐

1.9

6.5

‐

‐

0.6

3.0

2.8

0.8

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 1,331)
平成25年度調査

(回答者数 = 1,262)

令和元年度調査

(回答者数 = 1,020)
平成25年度調査

(回答者数 = 772)

定期的な教育・保育事業の利用

利用している事業
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また、今後利用したい事業は、「認可保育所」

の割合が５割半ば、「幼稚園」の割合が約５割

となっています。それに次いで、「幼稚園の預

かり保育」の割合が約４割となっています。

幼稚園の利用希望も高いものの、保育所の利

用希望の方が上回っています。

■ネウボラ拠点（子育て世代包括支援センター等）の利用状況

ネウボラ拠点を利用している割合は２割

半ばとなっています。また、「利用してい

ないが利用したい」割合は約２割となっ

ており、合わせて４割ほどの利用意向が

うかがえます。

％

幼稚園（通常の就園時間の利

用）

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

企業が主に従業員用に運営す
る施設

家庭保育室

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

一時保育の非定型利用

その他

無回答

51.2

38.5

54.5

20.1

9.6

1.4

4.4

1.6

1.5

3.4

8.3

8.8

1.4

1.8

51.8

29.9

52.4

23.0

4.8

3.0

6.3

7.1

‐

2.7

12.8

17.1

1.7

2.4

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 1,020)
平成25年度調査

(回答者数 = 772)

回答者数 = 1,331 ％

利用している

利用していない

無回答

26.4

73.4

0.2

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,331 ％

利用していないが、今後利用し

たい

すでに利用しているが、今後利
用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を

増やしたいとは思わない

無回答

21.2

12.5

56.1

10.1

0 20 40 60 80 100

今後利用したい事業

ネウボラ拠点の利用

ネウボラ拠点の今後の利用意向
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市が行っている各種子育て支援事業の認知度は、『プレパパママ教室（両親学級）』、『児童セ

ンター・児童館』で知っている割合が特に高く、平成 25 年度調査と比較すると認知度は増加

しています。一方、『子ども教室』『わこうっこクラブ』で知らない割合が半数を超えており、

事業の周知が必要です。

回答者数 = 1,331

①プレパパママ教室（両親学級）

②新米ママ教室

③赤ちゃん学級

④子どもの発育・発達相談・
   乳児相談

⑤保育園や幼稚園のあそぼう会等
   （園庭開放・相談等）

⑥産前・産後ケア事業
   （通所型サービス）

⑦産前・産後ケア事業
   （自宅訪問型サービス）

⑧家庭訪問型子育て支援事業
   （ホームスタート事業）

⑨児童センター・児童館

⑩子ども教室

⑪わこうっこクラブ

⑫わこうプレーパーク

85.0

69.5

73.0

77.6

71.2

59.1

66.3

59.2

92.9

43.1

44.1

64.2

12.9

27.4

23.3

19.2

25.8

37.7

30.6

37.6

5.1

54.1

53.4

33.3

2.1

3.1

3.8

3.2

2.9

3.2

3.1

3.2

2.0

2.9

2.5

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない 無回答

各種子育て支援事業の認知度
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％

あった

なかった

無回答

82.6

15.0

2.4

80.8

17.1

2.1

0 20 40 60 80 100

子どもが、病気やケガで教育・保育事業が利

用できなかった保護者が約８割となってい

ます。その際に、母親が休んで対応した人が

約８割と大半を占めている一方で、病児・病

後児の保育を利用した人は３％ほどと、病

児・病後児の保育利用は少ない状況となって

います。

令和元年度調査

(回答者数 = 1,020)
平成25年度調査

(回答者数 = 772)

％

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子
どもをみてもらった

父親又は母親のうち、就労して

いない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターを

利用した

仕方なく子どもだけで留守番さ
せた

その他

無回答

41.3

78.1

23.3

20.2

2.7

1.1

0.4

0.4

2.3

0.7

31.9

64.7

32.4

31.4

1.6

0.8

1.3

0.6

1.8

1.4

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 843)
平成25年度調査

(回答者数 = 624)

病気やケガで教育・保育事業が利用できなかった経験

病気やケガで教育・保育事業が利用できなかった対応
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不定期の教育・保育事業を利用してい

る人は、約２割となっています。泊り

がけで家族以外にみてもらわなけれ

ばならないことがあった保護者は、約

２割となっています。その際、仕方な

く子どもを同行させた人が約２割と

なっており、一時預かりの利用が必要

とされることがうかがえます。

％

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・センター

夜間養護等事業：トワイライトス
テイ

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

7.8

11.7

4.4

0.0

1.1

0.8

75.3

1.9

9.5

9.1

1.9

0.0

0.2

1.0

78.9

1.3

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 1,331)
平成25年度調査

(回答者数 = 1,262)

％

（同居を含む）親族・知人にみて

もらった

短期入所支援援助事業（ショー
トステイ）を利用した。

短期入所支援援助事業以外の

保育事業（認可外保育施設、ベ
ビーシッター等）を利用した

仕方なく子どもを同行させた

仕方なく子どもだけで留守番さ
せた

その他

無回答

88.5

0.0

0.9

18.5

0.4

3.1

0.0

85.5

0.0

1.2

15.3

0.0

2.8

1.6

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 227)

平成25年度調査

(回答者数 = 248)

％

あった

なかった

無回答

17.1

80.9

2.0

19.7

78.1

2.3

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 1,331)
平成25年度調査

(回答者数 = 1,262)

不定期の教育・保育事業の利用

子どもを泊りがけで家族以外に見てもらう必要の有無

子どもを泊りがけで家族以外に見てもらう必要のあった際の対応
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％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

児童センター（館）

子ども教室

わこうっこクラブ

学童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

34.5

6.1

41.5

7.0

22.3

37.6

45.0

1.7

9.6

17.5

46.9

13.4

55.3

9.2

28.6

－

49.3

－

25.2

6.5

0 20 40 60 80 100

子どもの放課後の過ごし方の希望について、

低学年のうちの「学童クラブ」の利用希望

は４割強、高学年の「学童クラブ」の利用

希望は２割ほどとなっています。また、「子

ども教室」の希望割合は、低学年のうちは

２割強、高学年は約２割、「わこうっこクラ

ブ」の希望割合は、低学年のうちは約４割、

高学年は３割半ばとなっており、放課後の

居場所としての期待が高いことがうかがえ

ます。

令和元年度調査

(回答者数 = 229)
平成25年度調査

(回答者数 = 552)

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

児童センター（館）

子ども教室

わこうっこクラブ

学童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

53.3

6.1

60.3

10.0

18.8

36.2

22.3

0.9

13.5

17.0

52.9

15.4

73.9

12.0

28.4

－

32.1

－

29.5

5.4

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 229)
平成25年度調査

(回答者数 = 552)

低学年の放課後の過ごし方の希望

高学年の放課後の過ごし方の希望
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％

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

38.6

47.6

6.6

7.1

51.3

35.3

10.9

2.6

0 20 40 60 80 100

％

子育てしやすい

ふつう

子育てしにくい

わからない

無回答

39.1

37.4

6.5

11.0

5.9

33.9

38.6

11.3

14.7

1.5

0 20 40 60 80 100

■育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度

育児休業を取得した割合は、母親が約５割

となっています。父親は約１割となっていま

すが、平成 25 年度調査と比較すると、父母

ともに「取得した（取得中である）」の割合

は増加しています。（就労していない人も含

む）母親の育児休業の取得期間は、１年以上

を希望している割合が８割半ばであるのに

対し、実際の取得期間が１年未満の人が約５

割と希望と実際の習得期間に差が見られま

す。

■子育てや子育て支援に関すること

和光市は「子育てしやすい」と感じている割合

は約４割となっており、まち全体で子育てをし

ていく機運が高まっているとうかがえます。

令和元年度調査

(回答者数 = 1,331)
平成25年度調査

(回答者数 = 1,262)

令和元年度調査

(回答者数 = 1,331)
平成25年度調査

(回答者数 = 1,262)

育児休業の取得状況

和光市の子育てしやすさ
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２ 妊婦

■出産に関すること

和光市内で出産予定の人は１割半ば

と、市外での出産が大半を占める状況と

なっています。

回答者数 = 195 ％

和光市内

和光市以外の埼玉県内

埼玉県外

その他

無回答

17.9

36.4

43.6

2.1

0.0

0 20 40 60 80 100

和光市内での出産予定
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妊娠や出産について困ったことは、

「特にない」を除くと、「健診・出産費

用の負担が大きいこと」が約３割と最も

高く、平成 25 年度調査に比べ割合が増

加していることからも、経済的な負担を

感じている妊婦が多いことがうかがえ

ます。

出産やその後の育児に関しての不安

感や負担感については、「何となく不安

や負担を感じる」の割合が約６割となっ

ており、出産経験別でみると、今までに

出産したことがある人に比べ、初めての

出産（予定）で「何となく不安や負担を

感じる」の割合が高くなっています。

％

妊婦同士の交流の場が身近に
ないこと

妊娠・出産について情報や知識

が入手しにくいこと

妊娠・出産についての相談相手

が身近にいないこと

上の子どもを見てくれる人がい

ないこと

出産・家事・育児の協力者がい
ないこと

医療機関の情報が入手しにくい

こと

健診・出産費用の負担が大きい

こと

妊娠・出産について職場の理解

が得られないこと

特にない

その他

無回答

16.9

10.3

9.2

17.9

13.8

11.8

31.3

3.1

32.3

9.2

0.5

26.7

13.8

14.9

15.4

18.5

21.5

23.1

－

24.6

12.8

0.0

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 195)
平成25年度調査

(回答者数 = 195)

％

非常に不安や負担を感じる

何となく不安や負担を感じる

あまり不安や負担は感じない

まったく感じない

なんともいえない

無回答

11.3

58.5

21.5

2.6

6.2

0.0

12.8

60.0

19.0

1.0

7.2

0.0

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 195)
平成25年度調査

(回答者数 = 195)

妊娠や出産について困ったこと

出産やその後の育児に関しての不安感や負担感
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育児に関して、日頃悩んでいること、

また気になることは、「病気や発育・発

達に関すること」が約４割と最も高く

なっており、平成 25 年度調査と比較す

ると、「病気や発育・発達に関すること」

「育児の方法がよくわからないこと」

の割合は減少しているものの、依然と

して子どもの育ちについて不安を抱え

る保護者が多いことがうかがえます。

％

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児の方法がよくわからないこ

と

話し相手や相談相手がいないこ

と

仕事や自分のやりたいことが十

分できないこと

育児に関して配偶者・パート

ナーの協力が少ないこと

育児に関して配偶者・パート

ナーと意見が合わないこと

自分の育児について、親族・近

隣の人・職場などの周りの見る

目が気になること

配偶者・パートナー以外に育児
を手伝ってくれる人がいないこと

育児に関して地域のサービスの

内容や利用・申込み方法がよく

わからないこと

その他

特にない

無回答

39.0

28.7

15.4

5.6

17.9

7.2

3.1

5.1

19.0

18.5

10.8

14.4

3.6

46.2

26.2

22.1

9.2

21.5

10.3

0.5

6.7

22.1

22.1

13.8

4.1

0.0

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 195)

平成25年度調査

(回答者数 = 195)

育児に関して、日頃悩んでいること
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出産や子育に関する不安や悩みを誰

に相談するかについては、「配偶者・

パートナー」の割合が約９割と最も

高く、次いで「父母等の家族・親族」、

「友人や知人」となっています。平

成 25 年度調査と比較すると、「子育

て世代包括支援センター（母子保健

マネージャー・子育て支援ケアマネ

ージャー）」「保育士」の割合が増加

している一方、「友人や知人」「保健

所・保健センター・市役所母子保健

担当」「助産師や看護師」「かかりつ

けの医師」「インターネット」の割合

が減少しており、子育て世代包括支

援センター以外の相談機関について

の周知が必要です。

％

配偶者・パートナー

父母等の家族・親族

友人や知人

近所の人

子育て世代包括支援センター
（母子保健マネージャー・子育

て支援ケアマネージャー）

NPO

保健所・保健センター・市役所

母子保健担当

助産師や看護師

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

和光市の子育て関連担当窓口

インターネット

プレパパママ教室（両親学級）

等で会った地域の仲間

その他

無回答

92.8

80.5

73.8

5.1

13.3

0.0

0.0

10.8

17.4

1.5

0.0

10.8

1.5

15.9

－

2.6

0.0

－

82.1

82.6

6.7

8.2

0.0

8.7

24.1

5.6

4.1

0.0

20.5

2.6

22.1

5.1

5.6

0.0

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 195)

平成25年度調査

(回答者数 = 195)

出産や子育に関する不安や悩みの相談先



15

■子育て支援に関すること

子育てに関する情報の入手先は、「知

人、友人」の割合が約半数と最も高く、

次いで「インターネット」の割合が４

割半ばとなっています。平成 25 年度調

査と比較すると、「親族」「知人、友人」

「広報わこう、子育てガイドブック、

ネウボラガイド」「市販の子育て情報誌、

育児書」の割合が減少している一方で

「SNS（Twitter、Facebook 等）」の割

合が増加しており、インターネットで

の情報収集が多くなっていることから、

妊婦が正しい情報を見極められるよう

にする必要があります。

％

親族

知人、友人

子育てサークルの仲間

市役所

保育園、幼稚園、学校

地域子育て支援拠点（子育て世
帯包括支援センター、児童セン

ター（館））

広報わこう、子育てガイドブッ

ク、ネウボラガイド

テレビ、ラジオ、新聞

市販の子育て情報誌、育児書

インターネット

SNS （Twitter 、Facebook等）

コミュニティ誌

その他

情報の入手先はない

情報の入手手段がわからない

無回答

35.9

50.8

5.6

4.1

14.4

9.2

12.8

1.5

11.3

46.2

10.8

0.5

1.5

0.0

0.0

21.0

56.9

76.4

9.7

4.1

16.4

4.1

21.5

4.6

20.0

43.1

－

2.6

2.1

0.5

0.0

0.5

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 195)

平成25年度調査

(回答者数 = 195)

子育てに関する情報の入手先
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仕事を持っている女性が妊娠・出産

や子育てと仕事の両立を図りやすく

するために、企業に普及してもらいた

いと思うことについては、「子どもが

病気やけがの時などに休暇がとれる

こと」の割合が約８割と最も高くなっ

ています。平成 25 年度調査と比較す

ると、「育児のために、就業時間をあ

る程度希望する時間帯に動かすこと

ができること」「育児のために、必要

な期間、就業時間を短縮できること」

「育児のために、自宅で仕事ができる

こと」の割合が増加しており、時間や

場所などで柔軟な働き方が求められ

ます。

％

産前産後の休暇が十分に取得
できること

育児のために、就業時間をある

程度希望する時間帯に動かす

ことができること

育児のために、必要な期間、就

業時間を短縮できること

育児休業を取得できること

男性も育児休業を取れるように
すること

子どもが病期やけがの時など

に休暇がとれること

企業内に保育園を設けること

育児のために、自宅で仕事がで

きること

出産・育児のために会社を辞め
た人を再雇用すること

わからない

その他

無回答

71.1

68.8

73.4

64.1

45.3

78.9

30.5

41.4

30.5

0.8

7.8

2.3

58.6

62.6

63.6

51.5

30.3

75.8

37.4

25.3

36.4

2.0

5.1

1.0

0 20 40 60 80 100

令和元年度調査

(回答者数 = 128)

平成25年度調査

(回答者数 = 99)

子育てと仕事の両立を図りやすくするために

企業に普及してもらいたいと思うこと


